
平成２１年６月１２日

総務省では、平成２１年３月末におけるケーブルテレビの普及状況を取りまとめましたので、お知ら
せいたします。

自主放送を行う許可施設（５０１端子以上）のケーブルテレビ加入世帯数は、２，３０１万世帯（対前
年度末比４．８％増）、世帯普及率は４４．０％（対前年度末比１．７ポイント増）となり、引き続き増加傾
向となっています。

ケーブルテレビの普及状況
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向となっています。
※ ケーブルテレビ加入世帯数のうち、ケーブルテレビによる地上デジタル放送の視聴可能世帯数は約２，２５０万世帯に

達しており、これは、「デジタル放送推進のための行動計画（第9次）」の中で設定された「当面の普及目標」（平成21年9 
月末までに２，２４０万世帯）を上回るものです。

また、自主放送を行う許可施設数及び許可施設事業者数は、それぞれ６８９施設（対前年度末比３．
５％減）、５３１事業者（対前年度末比±０％）となっています。

自主放送を行う許可施設ケーブルテレビの加入世帯数、普及率の推移
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自主放送を行う許可施設数の推移

※１ 年度末の数値。（ ）内は加入世帯数の対前年度増加率。
※２ 普及率は、各年度末の住民基本台帳世帯数から算出（平成20年度分については、平成19年度末の世帯数を使用）。
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自主放送を行う許可施設事業者数の推移

※ 年度末の数値。（ ）内は施設数の対前年度増加率。

〔事業者〕
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※ 年度末の数値。（ ）内は事業者数の対前年度増加率。

注 許可施設には、電気通信役務利用放送法の登録を受けた者の設備で、有線テレビジョン放送法の許可施設と同様の放送方式に
より放送を行っているものを含む。



電気通信役務利用放送（有線役務利用放送）のうちＩＰマルチキャスト方式による
放送を行う事業者の加入世帯数の推移
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※１ 電気通信役務利用放送事業者（有線役務利用放送）のうちＩＰマルチキャスト方式により放送を行って
いる５事業者からの報告に基づく各四半期末の加入世帯数の合計値。

※２ 加入世帯数は、ＩＰ放送の加入世帯数であり、ＶＯＤサービスのみの加入世帯数は除いたもの。

連絡先：情報流通行政局地域放送課
（担当：大澤課長補佐、丸山調査係長）
電 話：０３－５２５３－５８０９
ＦＡＸ：０３－５２５３－５８１１


